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令和 2年度版土地白書と土地基本法の改正について 

 

伊藤久雄（認定ＮＰＯ法人まちぽっと理事） 

 

 今年（2020 年）3 月、所有者不明土地対策等の観点から、人口減少社会に対応して土地

政策を再構築するため、土地基本法等が改正された。国土交通省は５月に、改正法にもとづ

いて新たに土地基本方針を策定、土地に関する施策を総合的に推進するとしている。    

６月 16 日に閣議決定された「令和 2 年版土地白書」では、第 1 部第 1 章第 3 節におい

て、土地基本法等の改正内容と土地基本方針に基づく総合的土地政策が取り上げられてい

る。そこで。土地白書に取り上げられている土地基本法等の改正内容と総合的土地政策につ

いて紹介したいと思う。 

 

１．令和 2年版土地白書について 

 

概要（国土交通省 HP） 

土地白書は、第１部から第３部までの構成となっている。 

○ 第１部第１章では、2019 年度（令和元年度）における地価を始めとする不動産市場等

の動向や、土地問題に関する国民の意識調査結果等を報告している。 

第１部第２章では、人口減少社会での動向として、地域の活力の維持・向上や多様な事

業ニーズやライフスタイル等に対応した土地・不動産活用の取組や、管理不全土地等の適

正な利用・管理に関する取組を取り上げるとともに、今般の土地基本法等の改正と土地基

本方針に基づく総合的土地政策の内容について報告している。 

○ 第２部では、2019 年度（令和元年度）に政府が土地に関して講じた基本的施策につい

て報告している。 

○ 第３部では、2020 年度（令和２年度）に政府が土地に関して講じようとする基本的施

策について報告している。 

 

＜参考＞ 

令和２年版土地白書について（概要） 

 https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001348358.pdf 

要旨（「令和元年度土地に関する動向」・「令和２年度土地に関する基本的施策」）（PDF） 

 https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001348359.pdf 

本文（国土交通省 HP：添付資料） 

 https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo02_hh_000158.html 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001348358.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001348359.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo02_hh_000158.html
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２．土地基本法等の改正と土地基本方針に基づく総合的土地政策の推進 

 

１．土地基本法等の改正  

 

人口減少等の進展に伴う土地利用ニーズの低下等を背景に所有者不明土地や管理不全の

土地への対応が喫緊の課題となる中、所有者不明土地対策等の観点から、人口減少社会に対

応して土地政策を再構築するため、令和２年３月に平成元年の制定以来の土地基本法（平成

元年法律第 84 号）等の抜本改正が行われた。また、同年５月には、改正された土地基本法

に基づき、土地政策全般の政府方針を定める「土地基本方針」が策定された（令和２年５月 

26 日閣議決定）。 

 

(1) 背景 

土地基本法は、バブル期の地価高騰による住宅取得の困難化、社会資本整備への支障等の

社会的問題に対応するため 1989 年（平成元年）に制定された。 その後、バブル崩壊と長

期にわたる地価の下落などの経済社会の構造変化等を経て、今日、人口減少の本格化に伴っ

て資産としての「土地」に対する国民の意識の変化等により、所有者不明土地を始めとする

課題が顕在化し、土地の適正な利用・管理の推進が求められるようになった。 

平成 30 年６月には、「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」に いて、

「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」が決定され、所有者不明土地法等の円滑

な施行を図るための対策とともに、土地所有に関する基本制度や民事基本法制の見直しな

どの重要課題について、2020 年までに必要な制度改正を実現すること、また、地籍調査に

ついて、2020 年度から始まる第７次国土調査事業十箇年計画の策定とあわせ、調査の円滑

化・迅速化を図るため、国土調査法等を見直すことが位置付けられた。 その後、土地所有

に関する基本制度の見直しについては、国土審議会土地政策分科会特別部会および同分科

会企画部会において、検討が進められた。 

令和元年 12 月の同企画部会中間とりまとめにおいては、土地・不動産の有効活用や防災・

減災、地域への外部不経済の発生防止を今後の土地政策の課題と認識し、これら課題の解決

に向けて、土地基本法を見直すべきことが示された。 

地籍調査の進捗率は、令和元年度末時点で 52％となっている。国土審議会土地政策分科

会企画部会国土調査のあり方に関する検討小委員会においては、社会・経済状況の変化に対

応しつつ地籍調査を早期に実施し、一部の所有者が不明な場合を含めて調査を円滑かつ迅

速に進めるための措置等について、その方向性が示された。 

これらを受け、所有者不明土地等問題に対応し、適正な土地の利用及び管理を確保する施

策を推進するとともに、地籍調査の円滑化・迅速化等を一体的に措置するため、政府は国会

に「土地基本法等の一部を改正する法律案」を提出し、令和 2 年 3 月 31 日に公布された。 
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(2) 土地基本法等の改正の内容 

所有者不明土地や管理不全の土地は、適正に利用されないことで、生活環境の悪化の原因、

イン フラ整備や防災上の支障となるなど重大な問題となっており、これらの問題に対応す

るためには、土地の適正な「管理」が重要となる。 

そのため、改正土地基本法では、それまでの土地の適正な「利用」「取引」の確保に加え、

法全般で土地の適正な「管理」の確保の重要性を明らかにしている。 また、所有者不明土

地の発生抑制・解消に資する適正な土地の管理等の確保のためには、広く土地所有者等の適

正な土地の利用・管理の確保に関する意識を高め、土地所有者等自身による取組を促すこと

が最も効果的である。 

そのため、改正土地基本法では、土地所有者等の土地の適正な「利用」「管理」に関する

責務とともに、その責務を遂行するに当たり、登記等権利関係の明確化や境界の明確化に努

めなければならないことも明らかにしている。  

さらに、改正土地基本法では、適正な土地の利用・管理の確保を図るため、国及び地方公

共団体が講ずべき「基本的施策」として、低未利用地の適正な利用・管理を促進する施策や、

所有者不明土地の発生抑制・解消、円滑な利用・管理等の施策を追加するとともに、「基本

的施策」の考え方を具体化 し、閣議決定により政府全体としての土地政策の一体性を確保

することを通じて施策の実効性を確保する「土地基本方針」を創設している。  

一方、地籍調査は、土地の所有や境界に関する情報インフラであるとともに、土地の適正

な管理等 を促進する施策の実効性を確保するために不可欠なものであり、所有者不明土地

等対策の観点からも大きな役割を担うものであることから、その円滑化・迅速化を図るため、

土地基本法の改正とあわせ、 国土調査法等が改正された。  

改正国土調査法等では、所有者の探索や境界の確認に多くの時間を要するという地籍調

査の課題に対応するため、所有者探索のための固定資産課税台帳等の利用や、所有者の現地

立会いが得られない場合でも調査を進めることを可能とする調査手続の見直し、都市部に

おける道路と民地との境界（官民境界）の先行的調査や、山村部におけるリモートセンシン

グデータを活用した調査手法の導入といった、地域特性に応じた効率的調査手法の導入等

を措置している。  

これらの効率的な調査手法の導入等により円滑化・迅速化を図り、令和２年度からの第 7 

次国土調査事業十箇年計画（令和２年５月 26 日閣議決定）に基づき調査を推進し、進捗を

図っていくこととしている。当該計画においては、10 年間で実施すべき事業量を 15,000 

㎢とすると ともに、優先実施地域※での進捗率を 79％（令和元年度末時点）から 87％（令

和 11 年度末時点）とし、地籍調査対象地域全体での進捗率を 52％から 57％とすること

を目標としている。  

※土地区画整理事業等の実施により地籍が一定程度明らかになっている地域及び大規模

な国・公有地等の土地取引が行われる可能性が低い地域（防災対策、社会資本整備等のた

めに調査の優先度が高い地域を除く。）を、 地籍調査対象地域から除いた地域。 



4 

 

 

 



5 

 

 

 

２．土地基本方針に基づく総合的土地政策の推進 

 

土地基本方針は、改正土地基本法に基づき、５項目の基本的事項で構成されており、法の

改正趣旨に沿って、従来の土地の「利用」「取引」の観点に加えて、「管理」の観点が各計画

や各施策に追加されるとともに、土地に関する施策の総合的かつ効率的な実施を図るため

に必要となる調査や情報提供等に関する基本的事項や、国・地方公共団体をはじめとする関

係主体が一体となった施策の総合的な推進に関する基本的事項が定められている。 

 

（１）土地の利用及び管理に関する計画の策定等に関する基本的事項 

・ 国及び地方公共団体は、適切な役割分担の下、住民等関係者の意見反映など適切な合意

形成手続を経て、必要な土地の利用及び管理に関する計画を策定する。 

・ 計画は、景観や歴史的風致を含む周辺地域の良好な環境の形成を図るとともに、災害予

防等の周辺地域への悪影響の防止の観点に十分配慮して総合的に策定される必要があ

る。 
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（２）適正な土地の利用及び管理の確保を図るための措置に関する基本的事項 

・ 国及び地方公共団体は、土地の利用又は管理の規制・誘導に関する施策や計画に従った

施策を講ずる。 

・ 良好な環境の形成・保全や災害の防止といった観点から土地の適正な管理の確保に取り

組むことが重要である。 

・ 外国人等が所有する土地の利用及び管理に関する意見も考慮しながら、土地の適正な利

用等を確保する観点から、土地の利用等のあり方について検討する必要がある。 

・ 広域的・長期的な見地にも配慮の上、現在低未利用の土地も含めてその土地の有するポ

テンシャルを十分に発揮させる観点から土地需要の創出・喚起に取り組むことも重要

である。 

・ 特に、低未利用土地や、管理不全の土地、所有者不明土地に関する課題に対応すること

が喫緊の課題であり、具体的には、低未利用土地の適正な利用及び管理を促進するため

の需要創出・喚起及び取得支援のための措置や、周辺に悪影響を与える管理不全の土地

の適正な管理を土地所有者等自身に促すとともに、必要に応じて地方公共団体や地域

住民など土地所有者等以外の者が適正な管理を確保できるようにするための措置、所

有者不明土地の円滑な利用及び管理、発生抑制・解消 のための措置等を講ずる必要が

ある。 

 

（３）土地の取引に関する措置に関する基本的事項 

・ 国及び地方公共団体は、土地の取引に係る市場環境整備を行う。 

・ 特に「円滑な取引」が適正な土地の利用又は管理を促進するための必要な手段であると

の観点から、土地の取引の円滑化に資する不動産市場の整備に関する措置等を講ずる。 

・ 国民生活に著しい弊害を及ぼすこととなる投機的取引を抑止する観点から、土地取引の

規制等に関する措置を講ずる。 

 

（４）土地に関する調査の実施及び情報の提供等に関する基本的事項 

・ 国及び地方公共団体は、地籍、地価を含む不動産市場の動向等の調査を実施する。 

・ 国民に対し、収集した土地に関する情報をわかりやすく提供する。提供に際しては、個

人情報保護を含め個人の権利利益の保護に配慮する 

・ これらを確保するため必要となる情報基盤の整備・充実を図る。 

 

（５）土地に関する施策の総合的な推進を図るために必要な事項 
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３．今後の課題 

 

土地基本法が制定されたのは、まさにバブルの真っただ中の 1989年であった。それから

30 年、日本の経済社会情勢は激変した。その象徴となった変化は人口減少と高齢社会の到

来である。今回の法改正は、土地基本法と国土調査法であるが、この２つの法律は表裏一体

の関係にある。この２つの法改正によって、はたして「所有者不明土地」が解消され、土地

の適正な管理・利用に結びつくのかが課題である・ 

「所有者不明土地」の存在が顕在化したのは、東日本大震災の復興事業の過程であった。

「所有者不明土地」が土地区画整理事業や高台移転事業を進める上で、大きな障害となった

からである。その後の土地基本法等の検討の経過は、土地基本法等改正の背景で述べられて

いる通りである。 

筆者が驚いたのは、地籍調査の進捗率が 2019年度（令和元年度）末時点で 52％に過ぎな

いということであった。国土交通省の地籍調査 Webサイトに、地籍調査への着手の状況の一

覧表が掲載されている。下記の通りである。数値は平成 30年度末時点。(H31.4月調べ) 

 市町村数 割合（％） 

地籍調査を完了した市町村 515 30% 

地籍調査を実施中の市町村 787 45% 

地籍調査を休止している市町村 302 17% 

地籍調査に未着手の市町村 137 8% 

合計 1,741  
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 地籍調査は 1951年（昭和 26年）から実施されており、すでに半世紀以上が経過している

のだ。地籍調査 Webサイトには、地籍調査が進まない一般的な要因が述べられている。 

□ 地籍調査が進まない一般的な要因 

・地籍調査は、境界の確認などに時間と手間がかかる 

・地籍調査の対象地域が、より困難な地域へと移行してきている 

・地籍調査への誤解 

・地方公共団体の予算や体制の確保が困難に 

 特に都市部で地籍調査が進まない理由としては、つぎの３点が上げられている 

① 調査に費用や時間がより多く必要 

② 土地の資産価値が高く境界確認に時間を要する 

③ 住民の立会等の調査への協力が得られない場合が多い 

 また、山村部で地籍調査が進まない理由としては４点が上げられている。 

① 登記所の図面の精度が悪い 

② 調査の優先度が高くならない 

③ 調査が困難な地域が存在 

④ 土地所有者等の高齢化等の進行 

 このように地籍調査がすすまない理由を考えると、地籍調査の担当部署（国土交通省、都

道府県土木部、地町村の土木担当部署）だけの問題ではないことが分かる。市町村でいえば、

市町村横断的な問題であり、国でいえば国土交通省だけでなく、農林水産省や少子化・高齢

化を担当する厚生労働省、防災を担当する内閣府、自治体行政を所管する総務省などの省庁

に関連した問題なのである。 

 今回の法改正と「土地基本方針・総合的土地政策」は、相変わらず縦割り行政の縮図その

ままだと筆者には思われる。国、都道府県、市町村を通じた「総合的土地政策」こそが望ま

れる。そうでなければ、掲げられた目標の達成はきわめて困難であることをあえて指摘して

おきたいと思う。 

 

 

＜参考資料＞ 

■ 国土交通省の地籍調査 Webサイト 

 http://www.chiseki.go.jp/situation/status/index.html 

 

http://www.chiseki.go.jp/situation/status/index.html

